















　平成24年 8 月に改正された労働契約法（以下、「労契法」という）18条 1 項












































































教職員を最長 5 年で雇い止めするなどの規則を定めたり、今年（2018年） 3 月で雇い止めしたり
するなど、無期転換を回避するための対策をするケースが目立っている。




















































































借地借家法11条 1 項・32条 1 項など）、「創設的形成権」として、借地上建物等の買取または売渡
































































































（15）　安西・前掲論文注 1 ） 7 頁。
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